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■水質汚濁防止法と北海道公害防止条例（横出し条例）の関係 

 

【水質汚濁防止法の施行について（昭和 60年 8月 1日付け環境事務次官依命通達）より】 

（前略） 

 14 条例との関係 

  (3) 規制の方法 

法第29条の規定により、条例で排水規制を行う場合は、規制に必要な措置をすべて条例で定め

なければならない。法第３条第３項の上乗せ排水基準を定める条例は、上乗せ排水基準のみを定

めるものであり、その強制はすべて本法によって行われるのに対し、法第29条によって条例で規

制を行う場合は、基準の設定、施設の届出、改善命令等排水規制体系自体につき条例で定めなけ

ればならない。 

（後略） 

 

【主な規制（義務付け）・行政措置等の対比】 

区 分 水質汚濁防止法 

 
北海道公害防止条例 

（法29条による条例） 

 

（違反等への措置） （違反等への措置） 

事前規制 

特定施設の設置又は 

構造等の変更の届出 

(5～7) 

虚偽届出等 

 →罰則(32) 

計画変更命令(8) 

 →罰則(30) 

排出施設の設置又は 

構造等の変更の届出 

(25～27) 

虚偽届出等 

 →罰則(85①、86②) 

計画変更命令(28) 

 →罰則(83) 

通常時の 

規制 

排出水の測定・記録・ 

保存（14） 
－ 

汚水等の測定・記録 

(38) 
－ 

報告徴収・立入検査 

(22) 

虚偽報告、検査拒否等 

 →罰則(33④) 

報告徴収・立入検査 

(79(1)) 

虚偽報告、検査拒否等 

 →罰則(86⑦) 

排水規制(12(1))  →罰則(31①) 排水規制(32(1))  →罰則(84①) 

異常時等 

の対応 

異常渇水等による 

汚濁(18) 

緊急措置命令(18) 

 →罰則(31②) 

異常渇水等による 

汚濁(72(3)) 

緊急措置命令(72(3)) 

 →罰則(84②) 

事故時の応急措置・ 

届出 

(14の2(1)～(3)) 

応急措置命令（14の 

2(4)） 

 →罰則(31②) 

事故時の措置(57(1)) 
応急措置命令(57(2)) 

 →罰則(84②) 

（※表中の数字は条・項・号） 
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【 関係法令 】 

 

○水質汚濁防止法（抄）（昭和四十五年法律第百三十八号） 

 

 （目的） 

第一条 この法律は、工場及び事業場から公共用水域に排出される水の排出及び地下に浸透する水の浸透を規制すると

ともに、生活排水対策の実施を推進すること等によつて、公共用水域及び地下水の水質の汚濁（水質以外の水の状態

が悪化することを含む。以下同じ。）の防止を図り、もつて国民の健康を保護するとともに生活環境を保全し、並びに

工場及び事業場から排出される汚水及び廃液に関して人の健康に係る被害が生じた場合における事業者の損害賠償の

責任について定めることにより、被害者の保護を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第二条 この法律において「公共用水域」とは、河川、湖沼、港湾、沿岸海域その他公共の用に供される水域及びこれ

に接続する公共溝（こう）渠（きよ）、かんがい用水路その他公共の用に供される水路（下水道法（昭和三十三年法律

第七十九号）第二条第三号及び第四号に規定する公共下水道及び流域下水道であつて、同条第六号に規定する終末処

理場を設置しているもの（その流域下水道に接続する公共下水道を含む。）を除く。）をいう。 

２ この法律において「特定施設」とは、次の各号のいずれかの要件を備える汚水又は廃液を排出する施設で政令で定

めるものをいう。 

一 カドミウムその他の人の健康に係る被害を生ずるおそれがある物質として政令で定める物質（以下「有害物質」

という。）を含むこと。 

二 化学的酸素要求量その他の水の汚染状態（熱によるものを含み、前号に規定する物質によるものを除く。）を示す

項目として政令で定める項目に関し、生活環境に係る被害を生ずるおそれがある程度のものであること。 

３ （略） 

４ この法律において「指定施設」とは、有害物質を貯蔵し、若しくは使用し、又は有害物質及び次項に規定する油以

外の物質であつて公共用水域に多量に排出されることにより人の健康若しくは生活環境に係る被害を生ずるおそれが

ある物質として政令で定めるもの（第十四条の二第二項において「指定物質」という。）を製造し、貯蔵し、使用し、

若しくは処理する施設をいう。 

５ この法律において「貯油施設等」とは、重油その他の政令で定める油（以下単に「油」という。）を貯蔵し、又は油

を含む水を処理する施設で政令で定めるものをいう。 

６ この法律において「排出水」とは、特定施設（指定地域特定施設を含む。以下同じ。）を設置する工場又は事業場（以

下「特定事業場」という。）から公共用水域に排出される水をいう。 

７～９ （略） 

 

 （排水基準） 

第三条 排水基準は、排出水の汚染状態（熱によるものを含む。以下同じ。）について、環境省令で定める。 

２ 前項の排水基準は、有害物質による汚染状態にあつては、排出水に含まれる有害物質の量について、有害物質の種

類ごとに定める許容限度とし、その他の汚染状態にあつては、前条第二項第二号に規定する項目について、項目ごと

に定める許容限度とする。 

３ 都道府県は、当該都道府県の区域に属する公共用水域のうちに、その自然的、社会的条件から判断して、第一項の

排水基準によつては人の健康を保護し、又は生活環境を保全することが十分でないと認められる区域があるときは、

その区域に排出される排出水の汚染状態について、政令で定める基準に従い、条例で、同項の排水基準にかえて適用

すべき同項の排水基準で定める許容限度よりきびしい許容限度を定める排水基準を定めることができる。 

４ 前項の条例においては、あわせて当該区域の範囲を明らかにしなければならない。 

５ 都道府県が第三項の規定により排水基準を定める場合には、当該都道府県知事は、あらかじめ、環境大臣及び関係

都道府県知事に通知しなければならない。 

 

 （特定施設等の設置の届出） 

第五条 工場又は事業場から公共用水域に水を排出する者は、特定施設を設置しようとするときは、環境省令で定める
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ところにより、次の事項（特定施設が有害物質使用特定施設に該当しない場合又は次項の規定に該当する場合にあつ

ては、第五号を除く。）を都道府県知事に届け出なければならない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 工場又は事業場の名称及び所在地 

三 特定施設の種類 

四 特定施設の構造 

五 特定施設の設備 

六 特定施設の使用の方法 

七 汚水等の処理の方法 

八 排出水の汚染状態及び量（指定地域内の工場又は事業場に係る場合にあつては、排水系統別の汚染状態及び量を

含む。） 

九 その他環境省令で定める事項 

２～３ （略） 

 

 （条例との関係） 

第二十九条 この法律の規定は、地方公共団体が、次に掲げる事項に関し条例で必要な規制を定めることを妨げるもの

ではない。 

一 排出水について、第二条第二項第二号に規定する項目によつて示される水の汚染状態以外の水の汚染状態（有害

物質によるものを除く。）に関する事項 

二 特定地下浸透水について、有害物質による汚染状態以外の水の汚染状態に関する事項 

三 特定事業場以外の工場又は事業場から公共用水域に排出される水について、有害物質及び第二条第二項第二号に

規定する項目によつて示される水の汚染状態に関する事項 

四 特定事業場以外の工場又は事業場から地下に浸透する水について、有害物質による水の汚染状態に関する事項 
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○水質汚濁防止法施行令（抄）（昭和四十六年政令第百八十八号） 

 

 （特定施設） 

第一条 水質汚濁防止法（以下「法」という。）第二条第二項の政令で定める施設は、別表第一に掲げる施設とする。 

 

 （カドミウム等の物質） 

第二条 法第二条第二項第一号の政令で定める物質は、次に掲げる物質とする。 

一 カドミウム及びその化合物 

二 シアン化合物 

三 有機燐（りん）化合物（ジエチルパラニトロフエニルチオホスフエイト（別名パラチオン）、ジメチルパラニトロ

フエニルチオホスフエイト（別名メチルパラチオン）、ジメチルエチルメルカプトエチルチオホスフエイト（別名メ

チルジメトン）及びエチルパラニトロフエニルチオノベンゼンホスホネイト（別名ＥＰＮ）に限る。） 

四～二十八 （略） 

 

（水素イオン濃度等の項目） 

第三条 法第二条第二項第二号の政令で定める項目は、次に掲げる項目とする。 

一 水素イオン濃度 

二 生物化学的酸素要求量及び化学的酸素要求量 

三 浮遊物質量 

四～十二 （略） 

２ （略） 

 

 （指定物質） 

第三条の三 法第二条第四項の政令で定める物質は、次に掲げる物質とする。 

一 ホルムアルデヒド 

二 ヒドラジン 

三 ヒドロキシルアミン 

四～五十六 （略） 

 

 （排水基準に関する条例の基準） 

第四条 法第三条第三項の政令で定める基準は、水質の汚濁に係る環境上の条件についての環境基本法（平成五年法律

第九十一号）第十六条第一項の基準（以下「水質環境基準」という。）が定められているときは、法第三条第三項の規

定による条例（農用地の土壌の汚染防止等に関する法律（昭和四十五年法律第百三十九号）第三条第一項の規定によ

り指定された対策地域における農用地の土壌の同法第二条第三項の特定有害物質による汚染を防止するため水質環境

基準を基準とせず定められる条例の規定を除く。）においては、水質環境基準が維持されるため必要かつ十分な程度の

許容限度を定めることとする。 

 

別表第一（第一条関係） 

一 鉱業又は水洗炭業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 選鉱施設 

ロ 選炭施設 

ハ 坑水中和沈でん施設 

ニ 掘削用の泥水分離施設 

一の二 畜産農業又はサービス業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 豚房施設（豚房の総面積が五〇平方メートル未満の事業場に係るものを除く。） 

ロ 牛房施設（牛房の総面積が二〇〇平方メートル未満の事業場に係るものを除く。） 

ハ 馬房施設（馬房の総面積が五〇〇平方メートル未満の事業場に係るものを除く。） 

二 畜産食料品製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 
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イ 原料処理施設 

ロ 洗浄施設（洗びん施設を含む。） 

ハ 湯煮施設 

三 水産食料品製造業の用に供する施設であつて、次に掲げるもの 

イ 水産動物原料処理施設 

ロ 洗浄施設 

ハ 脱水施設 

ニ ろ過施設 

ホ 湯煮施設 

四～七十四 （略） 

 

 

○排水基準を定める省令（抄）（昭和四十六年総理府令第三十五号） 

 

 （排水基準） 

第一条 水質汚濁防止法（昭和四十五年法律第百三十八号。以下「法」という。）第三条第一項の排水基準は、同条第二

項の有害物質（以下「有害物質」という。）による排出水の汚染状態については、別表第一の上欄に掲げる有害物質の

種類ごとに同表の下欄に掲げるとおりとし、その他の排出水の汚染状態については、別表第二の上欄に掲げる項目ご

とに同表の下欄に掲げるとおりとする。 

 

別表第一（第一条関係） 

有害物質の種類 許  容  限  度 

カドミウム及びその化合物 一リットルにつきカドミウム〇・一ミリグラム 

シアン化合物 一リットルにつきシアン一ミリグラム 

有機燐（りん）化合物（パラチオン、メチルパラチオン、

メチルジメトン及びＥＰＮに限る。） 
一リットルにつき一ミリグラム 

 

（ 中略 ） 

 

一・四―ジオキサン 一リットルにつき〇・五ミリグラム 

備考 

１ 「検出されないこと。」とは、第二条の規定に基づき環境大臣が定める方法により排出水の汚染状態を検

定した場合において、その結果が当該検定方法の定量限界を下回ることをいう。 

２ （略） 
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別表第二（第一条関係） 

項        目 許  容  限  度 

水素イオン濃度 

（水素指数） 

海域以外の公共用水域に排出されるもの五・八以上八・

六以下 

海域に排出されるもの五・〇以上九・〇以下 

生物化学的酸素要求量 

（単位 一リットルにつきミリグラム） 
一六〇（日間平均一二〇） 

化学的酸素要求量 

（単位 一リットルにつきミリグラム） 
一六〇（日間平均一二〇） 

浮遊物質量 

（単位 一リットルにつきミリグラム） 
二〇〇（日間平均一五〇） 

 

（ 中略 ） 

 

燐（りん）含有量 

（単位 一リットルにつきミリグラム） 
一六（日間平均八） 

備考 

１ 「日間平均」による許容限度は、一日の排出水の平均的な汚染状態について定めたものである。 

２ この表に掲げる排水基準は、一日当たりの平均的な排出水の量が五〇立方メートル以上である工場又は事

業場に係る排出水について適用する。 

３～７ （略） 
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○水質汚濁防止法第３条第３項の規定に基づく排水基準を定める条例（昭和47

年条例第27号） 
  

 水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）第３条第３項の規定に基づき、同条第１項の排水基準にかえて適用すべき同

項の排水基準で定める許容限度よりきびしい許容限度を定める排水基準を別表第１、別表第２及び別表第３のとおり定

める。 

 

別表第１  

適用区域 業種 

許容限度（単位１リットルにつきミリグラム） 

カドミウム

及びその化

合物 

シアン化合

物 

有機燐化合

物（パラチ

オン、メチ

ルパラチオ

ン、メチル

ジメトン及

びＥＰＮに

限る。） 

六価クロム

化合物 

砒(ひ)素及

びその化合

物 

水銀及びア

ルキル水銀

その他の水

銀化合物 

石狩川水域 非鉄金属鉱業 カドミウム

0.06 

シアン 

0.6 

        

天塩川水域 非鉄金属鉱業 カドミウム

0.04 

シアン 

0.4 

        

 

（ 中略 ） 

 

厚岸湖水域（厚岸湖及びこ

れに流入する公共用水域

をいう。以下同じ。） 

政令別表第１に

掲げる施設に係

る特定事業場 

カドミウム

0.01 

シアン検出

されないこ

と。 

検出されな

いこと。 

六価クロム

0.05 

砒（ひ）素 

0.05 

水銀 

0.0005 

備考 

１ 「検出されないこと。」とは、排水基準を定める省令（昭和46年総理府令第35号）第２条の規定に基づき環

境大臣が定める方法により排出水の汚染状態を検定した場合において、その結果が当該検定方法の定量限界を

下回ることをいう。 

２ （略） 
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別表第２ 

  

適用区域 業種又は施設 

許容限度（単位１リットルにつきミリグラム） 

生物化学的酸素

要求量 

化学的酸素要求

量 
浮遊物質量 

石狩川水域 肉製品製造業 80 

（日間平均60） 

  70 

（日間平均50） 

 

（ 中略 ） 

 

厚岸湖水域 屎（し）尿処理施設（屎（し）尿浄化槽（そ

う）を除く。） 

  昭和52年４月１

日から 40 

（日間平均30） 

昭和52年４月１

日から 90 

（日間平均70） 

備考 

１ 「日間平均」による許容限度は、１日の排出水の平均的な汚染状態について定めたものである。 

２ この表に掲げる排水基準は、この表に特別の定めがあるものを除くほか、１日当たりの平均的な排出水の量が50立方

メートル以上である工場又は事業場に係る排出水について適用する。 

 

別表第３ 

適用区域 業種 

許容限度（単位 １リットルにつきミリグラム） 

ノルマルヘキ

サン抽出物質

含有量（鉱油類

含有量） 

フェノール

類含有量 

銅 含 有

量 

亜 鉛 含

有量 

溶 解 性

鉄 含 有

量 

溶 解 性

マ ン ガ

ン 含 有

量 

弗（ふっ）素含

有量 

石崎川水域 非鉄金属鉱業     0.9 ３       

 

（中略） 

 

厚岸湖水域 政令別表第１に掲げる施設

に係る特定事業場 

１ １           

備考 

１ この表に掲げる排水基準は、１日当たりの平均的な排出水の量が50立方メートル以上である工場又は事業場に係る排

出水について適用する。 

２ （略） 
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○北海道公害防止条例（抄）（昭和46年条例第38号） 

 

 （定義） 

第２条 

６ この条例において「汚水等排出施設」とは、工場等に設置される施設のうち、次の各号のいずれかの要件を備える

汚水又は廃液を排出する施設であって規則で定めるものをいう。 

(１) カドミウムその他の人の健康に係る被害を生ずるおそれがある物質として規則で定める物質を含むこと。 

(２) 水素イオン濃度その他の水の汚染状態（熱によるものを含み、前号に規定する物質によるものを除く。）を示す

項目として規則で定める項目に関し、生活環境に係る被害を生ずるおそれがある程度のものであること。 

10 この条例において「規制基準」とは、ばい煙発生施設、粉じん発生施設、汚水等排出施設、騒音発生施設、振動発

生施設若しくは悪臭発生施設（以下「ばい煙等発生施設」という。）又はばい煙等発生施設を設置する工場等から発生

し、排出し、又は飛散するばい煙、粉じん、汚水、廃液、騒音、振動又は悪臭の量、濃度又は大きさの許容限度をい

う。 

 

（規制基準の設定） 

第23条 規制基準は、規則で定める。この場合において、騒音、振動又は悪臭に係る規制基準は、それぞれ住居が

集合している地域その他の地域であって騒音、振動又は悪臭を防止することにより住民の生活環境を保全する

必要があると認める地域（以下この節において「規制地域」という。）ごとに定めるものとする。 

２ 知事は、前項の規定により規制基準を定めようとするときは、あらかじめ、北海道環境審議会の意見を聴かな

ければならない。これを変更し、又は廃止しようとするときも、同様とする。 

（大気汚染防止法による排出基準等の特例） 

第24条 道は、自然的、社会的条件から判断して、大気汚染防止法（昭和43年法律第97号）第３条第１項若しく

は第３項の排出基準又は水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）第３条第１項の排水基準（以下この条におい

て「法による排出基準等」という。）によっては、人の健康を保護し、又は生活環境を保全することが十分で

ないと認められる区域があるときは、法による排出基準等に代えて適用すべき法による排出基準等で定める許

容限度より厳しい許容限度を定める排出基準又は排水基準を別に条例で定めるものとする。 

（ばい煙発生施設等の設置の届出） 

第25条 工場等にばい煙発生施設、粉じん発生施設又は汚水等排出施設を設置しようとする者は、規則で定めると

ころにより、次の各号に掲げる事項を知事に届け出なければならない。 

(１) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

(２) 工場等の名称及び所在地 

(３) ばい煙発生施設、粉じん発生施設又は汚水等排出施設の種類 

(４) ばい煙発生施設、粉じん発生施設又は汚水等排出施設の構造及び使用の方法 

(５) ばい煙の処理の方法、粉じんの処理の方法及び粉じん発生施設の管理の方法又は汚水若しくは廃液（以

下「汚水等」という。）の処理の方法 

(６) その他規則で定める事項 

（経過措置） 

第26条 一の施設がばい煙発生施設、粉じん発生施設又は汚水等排出施設となった際現に工場等にその施設を設置

している者（設置の工事をしている者を含む。）は、当該施設がばい煙発生施設、粉じん発生施設又は汚水等

排出施設となった日から30日以内に、規則で定めるところにより、前条各号に掲げる事項を知事に届け出なけ

ればならない。 

（ばい煙発生施設等の構造等の変更の届出） 

第27条 前２条の規定による届出をした者は、その届出に係る第25条第４号又は第５号に掲げる事項の変更をしよ

うとするときは、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なければならない。 

（ばい煙発生施設等に係る計画変更命令） 

第28条 知事は、第25条又は前条の規定による届出があった場合において、その届出に係る施設に係るばい煙、粉

じん若しくは汚水等の量若しくは濃度が当該施設に係る規制基準に適合しないと認めるとき、又はその届出に

係る粉じん発生施設が第35条第１項の構造等の基準に適合しないと認めるときは、その届出を受理した日から
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60日以内に限り、その届出をした者に対し、その届出に係る施設の構造若しくは使用若しくは管理の方法若し

くはばい煙、粉じん若しくは汚水等の処理の方法に関する計画の変更（前条の規定による届出に係る計画の廃

止を含む。）又は第25条の規定による届出に係る施設の設置に関する計画の廃止を命ずることができる。 

 

（ばい煙又は汚水等の排出の制限） 

第32条 ばい煙発生施設又は汚水等排出施設を設置する工場等からばい煙又は汚水等を排出する者（以下「ばい煙

等排出者」という。）は、ばい煙又は汚水等に係る規制基準に適合しないばい煙又は汚水等を排出してはなら

ない。 

２ 前項の規定は、一の施設がばい煙発生施設又は汚水等排出施設となった際現に工場等にその施設を設置してい

る者（設置の工事をしている者を含む。）の当該施設に係るばい煙又は汚水等については、当該ばい煙又は汚

水等に係る規制基準が定められた日から６月間（当該ばい煙又は汚水等が規則で定める施設に係るものである

場合にあっては、１年間）は、適用しない。 

（ばい煙発生施設又は汚水等排出施設に係る改善命令） 

第33条 知事は、ばい煙等排出者が、ばい煙又は汚水等に係る規制基準に適合しないばい煙又は汚水等を排出する

おそれがあると認めるときは、その者に対し、期限を定めて当該ばい煙発生施設若しくは汚水等排出施設の構

造若しくは使用の方法若しくはばい煙若しくは汚水等の処理の方法の改善を命じ、又は当該ばい煙発生施設若

しくは汚水等排出施設の使用の一時停止若しくは当該汚水等排出施設に係る汚水等の排出の一時停止を命ずる

ことができる。 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定による命令について準用する。 

 

（ばい煙、粉じん及び汚水等の量等の測定等） 

第38条 ばい煙等排出者その他規則で定める者は、規則で定めるところにより、ばい煙、粉じん又は汚水等の量又

は濃度を測定し、その結果を記録しておかなければならない。 

２ 汚水等排出施設から汚水等を排出する者は、当該汚水等を排出する公共用水域の水質の汚濁の状況を考慮して、

当該汚水等排出施設を設置する工場等の排水口の位置その他の汚水等の排出の方法を適切にしなければならな

い。 

３ 汚水等排出施設から汚水等を排出する者は、有害物質（第２条第６項第１号に規定する物質をいう。）を含む

汚水等（これを処理したものを含む。）が地下にしみ込むこととならないよう適切な措置をしなければならな

い。 

（ばい煙又は汚水等に係る施設の設置計画の変更勧告） 

第39条 知事は、工場等にばい煙又は汚水等を排出する施設を設置する計画がある場合において、当該計画に係る

地域の自然的、社会的条件により、当該計画の実施に伴って、当該地域における大気の汚染、水質の汚濁又は

農用地の土壌の汚染が著しくなるため、人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがあると認めるとき

は、当該施設を設置しようとする者に対し、その事態の発生を防止するために必要な限度において、当該計画

を変更し、又は廃止すべきことを勧告することができる。 

 

（事故時の措置） 

第57条 工場等からばい煙、粉じん、汚水等、騒音、振動又は悪臭（以下「ばい煙等」という。）を発生し、排出

し、又は飛散させる者は、ばい煙等を発生し、排出し、又は飛散する施設、ばい煙等を処理する施設その他の

施設について故障、破損その他の事故が発生し、ばい煙等が著しく発生し、排出され、又は飛散したときは、

直ちに、その事故について応急の措置を講じ、かつ、その事故を速やかに復旧するように努めなければならな

い。 

２ 知事は、前項に規定する事故が発生した場合において、当該事故に係る工場等の周辺の区域における人の健康

が損なわれ、又は損なわれるおそれがあると認めるときは、当該工場等からばい煙等を発生し、排出し、又は

飛散させる者に対し、その事故の拡大又は再発の防止のため必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

（工場等の公害の防止に関する措置の勧告） 

第58条 知事は、ばい煙等を発生し、排出し、又は飛散する施設を設置する者の工場等から発生し、排出し、又は

飛散するばい煙等により公害が発生し、又は発生するおそれがあると認めるときは、この節に定めるもののほ

か、その者に対し、その事態を除去するために必要な措置をとるべきことを勧告することができる。 

- 13 -



 

（常時監視等） 

第70条 知事は、大気の汚染、公共用水域の水質の汚濁等の状況を常時監視しなければならない。 

２ 知事は、大気の汚染、水質の汚濁その他の公害の状況を公表しなければならない。 

（緊急事態の発生防止の措置） 

第71条 知事は、大気の汚染が著しくなるおそれがあると認められるときは、ばい煙を排出する者に対し、その事

態の発生を防止するために必要な措置をとることについて協力を求めるものとする。 

（緊急時の措置） 

第72条 

３ 知事は、公共用水域の一部の区域について、異常な渇水その他これに準ずる事由により公共用水域の水質の汚

濁が著しくなり、人の健康又は生活環境に係る被害が生ずるおそれがある場合として規則で定める場合に該当

する事態が発生したときは、その事態を一般に周知させるとともに、規則で定めるところにより、その事態が

発生した当該一部の区域に汚水等を排出する者に対し、期間を定めて、汚水等の排出量の減少その他必要な措

置をとるべきことを命ずることができる。 

 

（報告及び検査） 

第79条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、ばい煙等発生施設を設置する者、工場等に揚水設備を設

けて地下水を採取する者、特定建設作業を伴う建設工事を施工する者若しくは商業宣伝を目的として拡声機を

使用する者に対し、公害の防止に関する状況その他必要な事項の報告を求め、又はその職員に、ばい煙等発生

施設を設置する者の工場等若しくは特定建設作業を伴う建設工事を施工する者の建設工事の場所に立ち入り、

ばい煙等発生施設その他の物件を検査させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

（この条例の予想しない公害等に対する特別措置） 

第80条 知事は、この条例の予想しない物質、作用等の原因によって生じた公害若しくは事業活動その他の人の活

動に伴って生じた環境上の障害により、人の健康若しくは生活環境に著しい影響を及ぼし、又は及ぼすおそれ

がある場合において特別の措置を講ずる必要があると認めるときは、その事態を発生させた者に対し、その事

態を除去するために必要な措置を求めることができる。 

 

第83条 第28条、第33条第１項又は第48条第２項若しくは第４項の規定による命令に違反した者は、１年以下の懲

役又は50万円以下の罰金に処する。 

第84条 次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の懲役又は30万円以下の罰金に処する。 

(１) 第32条第１項の規定に違反した者 

(２) 第36条第１項、第57条第２項又は第72条第２項若しくは第３項の規定による命令に違反した者 

２ 過失により、前項第１号の罰を犯した者は、３月以下の禁錮（こ）又は20万円以下の罰金に処する。 

第85条 次の各号のいずれかに該当する者は、３月以下の懲役又は20万円以下の罰金に処する。 

(１) ばい煙発生施設又は汚水等排出施設に係る第25条又は第27条の規定による届出をせず、又は虚偽の届出

をした者 

(２) （略） 

第86条 次の各号のいずれかに該当する者は、10万円以下の罰金に処する。 

(１) 粉じん発生施設に係る第25条から第27条までの規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

(２) ばい煙発生施設又は汚水等排出施設に係る第26条の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

(３) 第29条第１項又は第44条第１項の規定に違反した者 

(４)～（６） （略） 

(７) 第79条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避した者 

第87条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業員が、その法人又は人の業務に関し、第

83条から前条までの違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して各本条の罰金刑を

科する。  
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○北海道公害防止条例施行規則（抄）（昭和47年規則第72号） 

 

 （汚水等排出施設） 

第５条 条例第２条第６項の規則で定める施設は、別表第３の中欄に掲げる施設であって、その規模がそれぞれ同表の

右欄に該当するものとする。 

 

 （汚水等に係る有害物質） 

第６条 条例第２条第６項第１号の規則で定める物質は、次に掲げる物質とする。 

(１) カドミウム及びその化合物 

(２) シアン化合物 

(３) 有機燐（りん）化合物（ジエチルパラニトロフエニルチオホスフエイト（別名パラチオン）、ジメチルパラニト

ロフエニルチオホスフエイト（別名メチルパラチオン）、ジメチルエチルメルカプトエチルチオホスフエイト（別

名メチルジメトン）及びエチルパラニトロフエニルチオノベンゼンホスホネイト（別名ＥＰＮ）に限る。） 

(４) 鉛及びその化合物 

(５) 六価クロム化合物 

(６) 砒（ひ）素及びその化合物 

(７) 水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 

 

 （水素イオン濃度等の項目） 

第７条 条例第２条第６項第２号の規則で定める項目は、次に掲げる項目とする。 

(１) 水素イオン濃度 

(２) 生物化学的酸素要求量及び化学的酸素要求量 

(３) 浮遊物質量 

(４) ノルマルヘキサン抽出物質含有量 

(５) フエノール類含有量 

(６) 銅含有量 

(７) 亜鉛含有量 

(８) 溶解性鉄含有量 

(９) 溶解性マンガン含有量 

(10) クロム含有量 

(11) 弗（ふっ）素含有量 

(12) 大腸菌群数 

 

別表第３（第５条関係） 

  

１ 屎（し）尿施設（動物の飼養又は収容の用に供するも

のに限る。） 

化製場等に関する法律（昭和23年法律第140号）第

９条第１項の規定により知事が指定する区域（以

下この表において「指定区域」という。）にあっ

ては豚（生後６箇月未満のものを除く。以下この

表において同じ。）50頭以上又は鶏（30日未満の

ひなを除く。以下この表において同じ。）5,000羽

以上、指定区域以外の区域にあっては豚250頭以上

又は鶏１万羽以上を飼養又は収容する施設に係る

ものであること。 

 

２ 木材、木製品又は家具の製造の用に供する湿式ドラム

バーカー及び砕木機 
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